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中間決算取締役会開催日 平 成 15年 11月 17日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 単元株制度採用の有無 有（１単元    100株）

1. 15年 9月中間期の業績 （平成15年 4月 1日～平成15年 9月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期        3,488    28.2          21    18.4          10   △79.5
14年 9月中間期        2,721     5.7          18   △66.5          49   △23.5

15年 3月期        6,195－          430－          455－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

15年 9月中間期           △1 －          △0.57
14年 9月中間期           23   △36.9         104.15

15年 3月期          191－          79.69

(注 )1.期中平均株式数 15年 9月中間期      2,798,809株 14年 9月中間期        225,400株
15年 3月期      2,397,013株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )15年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
15年 9月中間期           0.00－ 特別配当 － 円－銭
14年 9月中間期           0.00－

15年 3月期 －          20.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期        4,618        1,626     35.2        550.74
14年 9月中間期        3,558          786     22.1      3,490.78

15年 3月期        4,165        1,077     25.9        421.95

(注 )1.期末発行済株式数 15年 9月中間期      2,954,000株 14年 9月中間期        225,400株
15年 3月期      2,554,000株

2.期末自己株式数 15年 9月中間期          1,000株 14年 9月中間期            100株
15年 3月期          1,000株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期        7,460         640         320         20.00         20.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         108円33銭

(注 ）1.上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 捨 て し て 表 示 し て お り ま す 。
　 　 2.上 記 の 予 想 は 、 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、
　 　 　 実 際 の 業 績 は 経 済 情 勢 等 様 々 な 不 確 定 要 因 に よ り こ れ ら の 予 想 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。
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６．個別財務諸表等 
(1) 中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 
       (単位：千円) 

前中間会計期間末 
（平成14年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年9月30日） 

対前中 
間期比 

前 事 業 年 度 
の要約貸借対照表 
（平成15年3月31日） 科目 

金額 構成比 金額 構成比 増減 金額 構成比 

(資産の部) 
  ％ 

  
％    ％ 

Ⅰ 流動資産          

 1. 現金及び預金 ※1  940,427   1,559,595    1,522,092  

 2. 受取手形   1,298   6,642    3,474  

 3. 売掛金   692,998   870,737    784,435  

 4. たな卸資産   412,881   492,106    525,663  

 6. 前払費用   28,188   69,709    28,841  

 7. 繰延税金資産   216,897   36,740    36,740  

 8. 短期貸付金   138,000   173,000    178,000  

9. 1年以内回収予定 
長期貸付金   83,231   94,555    95,716  

10. その他   53,278   96,586    61,841  

貸倒引当金   △1,432   △6,817    △6,046  

   流動資産合計   2,565,770 72.1  3,392,856 73.5 827,086  3,230,758 77.6 

Ⅱ 固定資産            

 1. 有形固定資産            

  (1) 建物  88,380   230,983    88,768   

     減価償却累計額  33,341 55,039  39,417 191,566   36,251 52,516  

  (2) 車両運搬具  17,487   16,103    16,103   

     減価償却累計額  12,910 4,577  13,102 3,001   12,532 3,571  

  (3) 工具器具備品  141,760   173,859    153,934   

     減価償却累計額  79,638 62,121  94,028 79,831   88,607 65,326  

  (4) 土地   113,816   289,541    113,816  

   有形固定資産合計   235,554 6.6  563,941 12.2 328,386  235,231 5.6 

 2. 無形固定資産   237,732 6.7  253,425 5.5 15,693  245,193 5.9 

 3. 投資その他の資産            

  (1) 関係会社長期貸付金   211,575   －    160,528  

  (2) その他 ※1  335,492   430,327    321,629  

    貸倒引当金   △27,275   △21,884    △27,825  

投資その他の資産合計   519,792 14.6  408,442 8.8 △111,349  454,332 10.9 

   固 定 資 産 合 計   993,079 27.9  1,225,809 26.5 232,730  934,757 22.4 

   資 産 合 計    3,558,849 100.0  4,618,666 100.0 1,059,816  4,165,516 100.0 

            

 

 
 



ファイル名:T06-6個別財務諸表等 (H14/09)  更新日時:2003/11/17 17:46 印刷日時:03/11/17 19:15 
 

― 26 ― 

        (単位：千円) 

前中間会計期間末 
（平成14年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年9月30日） 

対前中 
間期比 

前 事 業 年 度 
の要約貸借対照表 
（平成15年3月31日） 科目 

金額 構成比 金額 構成比 増減 金額 構成比 

(負債の部)   
％ 
   

％  
   

％ 
 

Ⅰ 流動負債          

 1. 買掛金   450,354   597,733    710,543  

 2. 短期借入金 ※1  1,684,000   1,560,000    1,720,000  

3. １年以内返済予定の長期借入金   55,000   21,600    10,000  

 4. 未払金   332,795   462,869    366,150  

 5. 未払法人税等   19,173   9,296    46,522  

 6. 賞与引当金   49,933   48,107    51,169  

7. その他 ※3  90,340   86,680    84,693  

   流動負債合計   2,681,597 75.4  2,786,287 60.3 104,689  2,989,079 71.7 

Ⅱ 固定負債            

1. 長期借入金   －   126,600    －  

 2. 役員退職慰労引当金   25,504   25,504    25,504  

 3. 設備等未払金   64,925   53,388    73,265  

   固定負債合計   90,429 2.5  205,492 4.5 115,062  98,769 2.4 

   負債合計   2,772,027 77.9  2,991,780 64.8 219,752  3,087,848 74.1 

            

(資本の部)            

Ⅰ 資本金 ※4  218,450 6.1  500,450 10.8 282,000  278,450 6.7 

Ⅱ 資本剰余金            

 1. 資本準備金  173,450   612,650    234,650   

   資本剰余金合計   173,450 4.9  612,650 13.3 439,200  234,650 5.6 

Ⅲ 利益剰余金            

1. 利益準備金  20,894   20,894    20,894   

 2. 任意積立金            

（1）別途積立金  164,000   164,000    164,000   

 3. 中間(当期)未処分利益  212,428   327,278    379,960   

   利益剰余金合計   397,323 11.2  512,172 11.1 114,849  564,855 13.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   △2,000 △0.1  2,013 0.0 4,014  112 0.0 

Ⅴ 自己株式   △400 △0.0  △400 △0.0 －  △400 △0.0 

   資本合計   786,822 22.1  1,626,885 35.2 840,063  1,077,667 25.9 

   負債資本合計   3,558,849 100.0  4,618,666 100.0 1,059,816  4,165,516 100.0 
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② 中間損益計算書 
         (単位：千円) 

前 中 間 会 計 期 間 

(自 平成14年 4月 1日
至 平成14年 9月30日) 

当 中 間 会 計 期 間 

(自 平成15年 4月 1日
至 平成15年 9月30日) 

対前中 

間期比 

前 事 業 年 度  
の 要 約 損 益 計 算 書 

（自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日) 科目 

金額 百分比 金額 百分比 増減 金額 百分比 

   ％   ％    ％ 

Ⅰ 売上高 2,721,289 100.0  3,488,098 100.0 766,808  6,195,064 100.0 

Ⅱ 売上原価   896,198 32.9  1,139,467 32.7 243,268  2,005,251 32.4 

   売上総利益   1,825,091 67.1  2,348,630 67.3 523,539  4,189,812 67.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  1,806,572 66.4  2,326,705 66.7 520,132  3,759,227 60.6 

   営業利益   18,518 0.7  21,925 0.6 3,407  430,584 7.0 

Ⅳ 営業外収益            

 1. 受取利息  5,002   4,374    9,568   

 2. 受取配当金  57   44    63   

 3. 業務受託手数料  6,744   13,880    14,361   

 4. 保険解約返戻金  32,199   －    32,199   

 5. その他  6,063 50,067 1.8 6,051 24,349 0.7 △25,717 6,428 62,621 1.0 

Ⅴ 営業外費用            

 1. 支払利息  17,074   15,405    32,738   

 2. 新株発行費  －   18,478    －   

 3. その他  1,834 18,909 0.7 2,187 36,071 1.0 17,162 4,852 37,590 0.6 

   経常利益   49,676 1.8  10,203 0.3 △39,472  455,615 7.4 

Ⅵ 特別利益   4 0.0  － 0.0 △4  4 0.0 

Ⅶ 特別損失            

 1. 固定資産除却損 ※2 6,997   2,509    9,163   

 2. その他  － 6,997 0.2 － 2,509 0.1 △4,488 18,712 27,875 0.5 

   税引前中間(当期)純利益    42,682 1.6  7,694 0.2 △34,988  427,743 6.9 

法人税 、 住民税及 び 事業 税 ※3 19,207   9,296    48,809   

   法人税等調整額  － 19,207 0.7 － 9,296 0.3 △9,910 187,927 236,736 3.8 

   中間(当期)純利益   23,475 0.9  △1,602 △0.1 △25,077  191,007 3.1 

   前期繰越利益   188,953   328,880    188,953  

   中間(当期)未処分利益   212,428   327,278    379,960  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前 中 間 会 計 期 間 

(自 平成14年 4月 1日
至 平成14年 9月30日)  

当 中 間 会 計 期 間 

(自 平成15年 4月 1日
至 平成15年 9月30日)  

前 事 業 年 度 

(自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日)  

1. 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 

1. 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 
同左 

1. 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 
同左 

②その他の有価証券 
時価のあるもの 
中間決算日の市場価格等に基
づく時価法（評価差額は、全
部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により
算定） 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

②その他の有価証券 
時価のあるもの 
同左 
 
 
 
 

時価のないもの 
同左 

②その他の有価証券 
時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく
時価法(評価差額は、全部資
本直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算
定) 

時価のないもの 
同左 

 (2) たな卸資産 
商品・原材料 

総平均法による原価法 

 (2) たな卸資産 
商品・原材料 

同左 

 (2) たな卸資産 
商品・原材料 
同左 

貯蔵品 
最終仕入原価法 

貯蔵品 
同左 

貯蔵品 
同左 

2. 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 

 定率法によっております。 
 ただし、平成10年 4月 1日以
降取得した建物（建物附属設備
は除く）については、定額法に
よっております。 
 なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります｡ 
建物       3年から47年 

   工具器具備品   3年から15年 

2. 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 

 同左 
 

2. 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 
定額法によっております。 
ただし、営業権については、

商法の規定する最長期間（5
年）に基づく定額法を採用して
おり、ソフトウェア（自社利用
分）については、社内における
利用可能期間（5年）に基づく
定額法によっております。 

 (2) 無形固定資産 
定額法によっております。 
ただし、営業権については、

商法施行規則の規定する最長期
間（5年）に基づく定額法を採
用しており、ソフトウェア（自
社利用分）については、社内に
おける利用可能期間（5年）に
基づく定額法によっておりま
す。 

 (2) 無形固定資産 
定額法によっております。 
ただし、営業権については、

商法の規定する最長期間（5
年）に基づく定額法を採用して
おり、ソフトウェア（自社利用
分）については、社内における
利用可能期間（5年）に基づく
定額法によっております。 
 

 (3) 長期前払費用 
定額法によっております。 
なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一
の基準によっております。 

 (3) 長期前払費用 
同左 

 

 (3) 長期前払費用 
同左 

3. 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しており
ます。 

3. 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

同左 

 

3. 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

同左 
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前 中 間 会 計 期 間 

(自 平成14年 4月 1日
至 平成14年 9月30日)  

当 中 間 会 計 期 間 

(自 平成15年 4月 1日
至 平成15年 9月30日)  

前 事 業 年 度 

(自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日)  

 (2) 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込
額に基づき計上しております。 

 (2) 賞与引当金 
同左 

 

 (2) 賞与引当金 
同左 

 (3) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金の支
給規定に基づく中間期末要支給
額を計上しております。 

 (3) 役員退職慰労引当金 
同左 

 

 (3) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金の支
給規定に基づく期末要支給額を
計上しております。 

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨
への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処
理しております。 

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨
への換算の基準 

同左 

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨
への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理し
ております。 

5. リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。 

5. リース取引の処理方法 
同左 

 

5. リース取引の処理方法 
同左 

6. その他中間財務諸表作成のための基
本となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま
す。 

 

6. その他中間財務諸表作成のための基本
となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 
    同左 
 

6. その他財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 
 同左 

 
 
（2）自己株式及び法定準備金の取崩

等に関する会計基準 
「自己株式及び法定準備金の取

崩等に関する会計基準」（企業会
計基準第1号）が平成14年4月1日
以後に適用されることになったこ
とに伴い、当期から同会計基準に
よっております。これによる当期
の損益に与える影響はありませ
ん。 
なお、財務諸表等規則の改正に

より、当期における貸借対照表の
資本の部については、改正後の財
務諸表等規則により作成しており
ます。 

  （3）1株当たり情報 
「1株当たり当期純利益に関す

る会計基準」（企業会計基準第2
号）及び「1株当たり当期純利益
に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第4号）
が平成14年4月1日以後開始する事
業年度に係る財務諸表から適用さ
れることになったことに伴い、当
期から同会計基準及び適用指針に
よっております。 
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表示方法の変更 

 

前 中 間 会 計 期 間 

(自 平成14年 4月 1日
至 平成14年 9月30日)  

当 中 間 会 計 期 間 

(自 平成15年 4月 1日
至 平成15年 9月30日)  

 
                 

（中間貸借対照表） 
前中間期まで区分掲記しておりました「関係会社長期貸付金」は
当中間期末において資産総額の100分の5以下となったため、投資
その他の資産の「その他」に含めて表示することにしました。 
 なお、当中間期末における「関係会社長期貸付金」の金額は、
115,370千円であります。 
 

 
                      

 

（中間損益計算書） 
前中間期まで区分掲記しておりました「保険解約返戻金」は、当
中間期末において資産総額の100分の5以下となったため、営業外
収益の「その他」に含めて表示することにしました。 
 なお、当中間期末における「保険解約返戻金」の金額は、
2,643千円であります。 

 

追加情報 
 

前 中 間 会 計 期 間 

(自 平成14年 4月 1日
至 平成14年 9月30日)  

当 中 間 会 計 期 間 

(自 平成15年 4月 1日
至 平成15年 9月30日)  

前 事 業 年 度 

(自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日)  

（自己株式及び法定準備金取崩等会計） 
当中間期から「自己株式及び法定準備金の
取崩等に関する会計基準」（企業会計基準
第1号）を適用しております。これによる
当中間期の損益に与える影響はありませ
ん。 

 
――――――――― 

 
――――――――― 

なお、中間財務諸表等規則の改正により
当中間期における中間貸借対照表の資本の
部については、改正後の中間財務諸表等規
則により作成しております。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

前 中 間 会 計 期 間 末 
（平成14年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年９月30日）  

前 事 業 年 度 末 
（平成15年３月31日） 

※１ 担保に供している資産ならびに担保付
債務は次のとおりであります。 
 

担保資産 千円 
現金及び預金 50,314 
投資有価証券 955 

計 51,270 
 

担保付債務 千円 
関係会社の 

短期借入金 
50,000 

短 期 借 入 金 150,000 
計 200,000 

 

※１ 担保に供している資産ならびに担保付
債務は次のとおりであります。 
 

担保資産 千円 
現金及び預金 50,322 
投資有価証券 1,648 

計 51,971 
 

担保付債務 千円 
関係会社の 

短期借入金 
50,000 

短 期 借 入 金 100,000 
計 150,000 

 

※１ 担保に供している資産ならびに担保付
債務は次のとおりであります。 

 
担保資産 千円 

現金及び預金 50,318 
投資有価証券 598 

計 50,917 
 

担保付債務 千円 
関係会社の 

短期借入金 
50,000 

短 期 借 入 金  300,000 
計 350,000 

 
２ 偶発債務（債務保証） 

次の関係会社について、金融機関
からの借入等に対し債務保証を行
っております。 

 
 

関係会社名 金額 内容 
 千円  
ハーバー㈱ 748,944 借入債務 
ハーバー㈱ 53,208 ﾘｰｽ債務 
㈱中部ハーバー 136,500 借入債務 
㈱中部ハーバー 2,193 ﾘｰｽ債務 
㈱京都ハーバー 48,750 借入債務 
㈱中 四 国ハ ー バ ー 3,727 ﾘｰｽ債務 

計 993,323  

２ 偶発債務（債務保証） 
次の関係会社について、金融機関
からの借入等に対し債務保証を行
っております。 

 
 

関係会社名 金額 内容 
 千円  
ハーバー㈱ 939,068 借入債務 
ハーバー㈱ 21,328 ﾘｰｽ債務 
㈱中部ハーバー 122,500 借入債務 
㈱中部ハーバー 1,096 ﾘｰｽ債務 
㈱京都ハーバー 58,754 借入債務 
㈱中四 国ハ ー バ ー 2,449 ﾘｰｽ債務 

計 1,145,196  

２ 偶発債務（債務保証） 
次の関係会社について、金融機関
からの借入等に対し債務保証を行
っております。 

 
 

関係会社名 金額 内容 
 千円  
ハーバー㈱ 729,406 借入債務 
ハーバー㈱ 35,042 ﾘｰｽ債務 
㈱中部ハーバー 125,500 借入債務 
㈱中部ハーバー 1,645 ﾘｰｽ債務 
㈱京都ハーバー 58,752 借入債務 
㈱中 四 国ハ ー バ ー 3,088 ﾘｰｽ債務 

計 953,434  

※３ 消費税等の取扱い 
仮払消費税等及び仮受消費税等

は､相殺のうえ､流動負債の「その
他」に含めて表示しております。 
 

※３ 消費税等の取扱い 
同左 
 

※３ 
――――――――― 

※４ 当中間期中の発行済株式数の増

減 
 

――――――――― 

※４ 当中間期中の発行済株式数の増

加 
（1）有償一般募集（ブックビルディ

ング方式による募集） 

発行年月日 平成15年6月11日 

発行株式数 400,000株 
発 行 価 格 1,500円 

資本組入額 555円 
 
 

※４ 当期中の発行済株式数の増加 

 
（1）新株引受権の行使 

発行年月日 平成14年10月9日 

発行株式数 30,000株 
発 行 価 格 4,000円 
資本組入額 2,000円 

（2）株式分割（1：10） 
発行年月日 平成14年11月29日 

増加株式数 2,299,500株 
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(中間損益計算書関係) 
 

前 中 間 会 計 期 間 

(自 平成14年 4月 1日
至 平成14年 9月30日) 

当 中 間 会 計 期 間 

(自 平成15年 4月 1日
至 平成15年 9月30日) 

前 事 業 年 度 

(自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日) 

※１ 減価償却実施額 
 千円 

有形固定資産 13,293 
無形固定資産 10,043 

 

※１ 減価償却実施額 
 千円 

有形固定資産 14,006 
無形固定資産 31,899 

 

※１ 減価償却実施額 
 千円 

有形固定資産 28,820 
無形固定資産 29,573 

 
   
※２ 固定資産除却損の内容は次のと

おりであります。 
 千円 

建 物 5,331 

工具器具備品 1,665 

計 6,997 
 

※２ 固定資産除却損の内容は次のと

おりであります。 
 千円 

建 物 235 

工具器具備品 2,274 

計 2,509 
 

※２ 固定資産除却損の内容は次のと

おりであります。 
 千円 

建 物 6,461 

工具器具備品 2,587 
そ の 他 114 

計 9,163 
 

   

※３ 税効果会計の適用に当たり「簡便
法」を採用しておりますので、法人
税等調整額を含めた金額で、一括掲

記しております。 
 

※３ 同左 
 

※３ 
――――――――― 
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(リース取引関係) 
 

前 中 間 会 計 期 間 

(自 平成14年 4月 1日
至 平成14年 9月30日) 

当 中 間 会 計 期 間 

(自 平成15年 4月 1日
至 平成15年 9月30日) 

前 事 業 年 度 

(自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日) 

1. リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 
 (1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 
 

 
取得価額

相当額 

減価償却

累計額

相当額 

中間期 

末残高 

相当額 

千円 千円 千円 工具

器具

備品 
176,977 60,991 115,985 

合計 176,977 60,991 115,985 

1. リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 
 (1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 
 

 
取得価額

相 当 額 

減価償却

累計額

相当額 

中 間 期 

末 残 高 

相 当 額 

千円 千円 千円 工具

器具

備品 
146,420 53,806 92,613 

合計 146,420 53,806 92,613 

1. リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 
 (1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
 

 
取得価額

相 当 額 

減価償却

累計額

相当額 

期末残高

相当額 

千円 千円 千円 工具

器具

備品 
143,978 45,255 98,723 

合計 143,978 45,255 98,723 

   
 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 
 

 千円 

１ 年 以 内 32,291 

１ 年 超 87,336 

合 計 119,627 

 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 
 

 千円 

１ 年 以 内 28,937 

１ 年 超 66,881 

合 計 95,819 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 
 

 千円 

１ 年 以 内 29,414 

１ 年 超 72,559 

合 計 101,973 
   
 (3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
 

 千円 

支 払 リ ー ス 料 14,203 

減価償却費相当額 14,802 
支払利息相当額 964 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
 

 千円 

支 払 リ ー ス 料 16,137 

減価償却費相当額 15,066 
支払利息相当額 1,160 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
 

 千円 

支 払 リ ー ス 料 33,205 

減価償却費相当額 32,036 
支払利息相当額 2,349 

   

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によ

っております。 
(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法
については、利息法によってお

ります。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
同左 
 

 
(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
同左 
 

 
(5) 利息相当額の算定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

(前中間会計期間) 

前中間会計期間末（平成14年9月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

(当中間会計期間) 

当中間会計期間末（平成15年9月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

(前事業年度) 

前事業年度末（平成15年3月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

(重要な後発事象) 

前中間会計期間 

(自 平成14年 4月 1日
至 平成14年 9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成15年 4月 1日
至 平成15年 9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日) 

提出会社は、平成14年9月12日開催の取
締役会決議に基づき、株式分割による新
株を発行いたしました。その概要は次の
とおりであります。 
1.平成14年11月29日付をもって普通株
式1株を10株に分割する。 

 （1）分割により増加する株式数 
   普通株式  2,299,500株 
 （2）分割方法 
   平成14年10月15日現在の株主名簿 
   に記載された株主の所有株式数を

1株につき、10株の割合をもって
分割する。 

2.配当起算日 
  平成14年4月1日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
──────── 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

平成15年5月12日及び平成15年5月22日開
催の取締役会において、下記のとおり新
株式の発行を決議し、平成15年6月10日
に払込が完了いたしました。 
 この結果、平成15年6月11日付で資本
金は500,450千円、発行済株式総数は
2,955,000株となっております。 
①募集方法  ：一般募集 

（ﾌﾞｯｸﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ方式に
よる募集） 

②発行する株式の種類及び数 
：普通株式   400,000株 

③発行価格    ：1株につき 1,600円 
一般募集はこの価格にて行いました。 

④引受価額    ：1株につき  1,500円 
この価額は当社が引受人より1株当た
りの新株式払込金として受取った金額
であります。 
なお、発行価格と引受価額との差額の
総額は、引受人の手取金となります。 

⑤発行価額    ：1株につき  1,105円 
(資本組入額 555円)       

⑥発行価額の総額    ：442,000千円 
⑦払込金額の総額    ：600,000千円 
⑧資本組入額の総額  ：222,000千円 
⑨払込期日          ：平成15年6月10日 
⑩配当起算日        ：平成15年4月1日 
⑪資金の使途 
手取金については、研究開発関連資金に
20,000千円、借入金返済に200,000千
円、残金を運転資金に充当する予定です
が、具体的な資金需要が生じるまでは、
安全性の高い金融商品等で運用していく
予定であります。 

（その他） 

該当事項はありません。 


